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保温材あり

一方エプロン （簡易脱着タイプ）

シャワー水栓 手元止水付シャワー水栓

タイル浴槽

木製浴槽　A

ホーロー浴槽　800型（鋳鉄製・鋼板製） B

800×700×640（800型）　D

1200×720×600（1200型）

またぎの高さ 500（長寿社会対応型）　F

ホーロー浴槽　1100型（鋳鉄製・鋼板製）

FRP浴槽　1100型　C

FRP浴槽　1100型

長寿社会対応ユニット（建築工事）

浴槽800型の改修（FRP）　1000型　950型　1100型

浴槽800型の改修（FRP）1050型

在来浴室のUB化

1100×720×600（1100型）　E

FRP浴槽　1300型（ワイドカウンター付き）
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浴槽の変遷
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大型浴槽の開発にあたって（異なる体系モデルによる寸法の検討）

浴槽の開発

大量生産に向けて
「公団住宅は都市勤労者の住宅難解消が目的。一日の
勤めが終わった後、ゆっくり手足をのばして風呂に入れな
いようでは住宅ではない!」との初代総裁の言葉からもう
かがえるように、公団住宅は当初から浴室を設けた。公団
住宅の最大の特色は、風呂の設置であったといえる。
昭和30年代初期の浴槽は、関西や中部地区の一部で
タイル張りも使用されていたが、主として木製であった。
昭和30年代中頃、経済の高度成長につれ、公団住宅
大量建設の時代に入ると、木製浴槽はいろいろな問題が
出はじめた。ひとつは大量生産に不向きなこと（建物が完
成しても浴槽がまにあわず入居が遅れるということも…）。
また、木材の不足による価格の上昇、「タガ」の鉄部や木
部自体の腐食の問題など。そこで、木材に代わって工場
で大量に作れる材料の模索が始まった。
　
ホーロー浴槽への移行
昭和38年頃、従来の木製から新しい素材の浴槽への改
良を試み、量産試験場で試作実験を行った。
対象となった材質は、FRP（繊維強化プラスチック）製、
ホーロー製（鋳鉄製・鋼板製）などで、保温性、耐久性、量
産性などを検討した上、ホーロー製の採用を決定した。
浴槽の寸法は、標準的な体格の人に入浴してもらうなど
のテストを繰り返し、外寸幅 8 0 0 m m×奥行き
700mm×深さ640mm、実使用容量180Lと定めた。
また、浴槽の横に300mmの風呂釜設置スペースを確
保して浴室の横幅とした。
　
浴槽の大型化
その後、浴槽の幅寸法を1100mmと大型化し、1.5人用
としたのは、「子供と一緒に＝コミュニケーション」を必要
とする時代のニーズに応えるものであった。
その後、多くの建材メーカー等の参入により、デザイン、色
彩などが豊富になった。FRP浴槽は現在も浴槽の主役
の座を保っている。

2│浴槽の移りかわり
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自然換気（開口部等） ダクトファン等の設置

（単独または浴室・トイレ・二室換気等）

常時小風量換気扇洗面所・トイレ二室換気 ＋ 浴室天井扇

換気設備

ダクト材質

換気量（台所）

居室

台所

台所換気扇の調査

換気設計

高層住宅の
台所排気の研究

台所換気と
空気汚染の実験

建設省告示
V=40KQ

建設省告示 V=20KQ 建設省告示 V=NKQ

台所フードの高さと排気補集の効果の研究

台所給気の
実験

給排気の実験

換気設備の
合理化の
実験

局所強制給排気、居室用除湿換気設備の研究

高気密高断熱住宅における換気・暖冷房設備に関する研究

KSI住宅対応換気・暖冷房の開発研究設備高層住宅の換気設計の研究

各戸型貫通ダクト換気方式の実験

超高層用共用排気立ダクトの開発

シーリアお台場における常時小風量換気システムの使用実態調査

立ダクト換気システムの実用化に関する研究高層立ダクトの追跡調査

高気密住宅における換気手法の開発研究（常時小風量換気システム）

共同排気立ダクトの実態調査

ダクト式暖冷房換気システム
<大川端リバーシティ21>

常時小風量換気システム

レンジフードの
排気補集特性の実験

水回り

換気扇用開口部 KJ-20　B ダクトファン C

レンジ用フードファン　D

公団1号 シャッター別型 露出型ダクトファン 薄形 浅形 常閉型給気シャッター

A B
シャッター 一体型 天井埋込型　 フード内設置露出型 深型 給気シャッター連動型

D
強制同時給排気型

C

パイプ接続型ファン・
単独排気

浴室・トイレ二室換気型

常時小風量換気扇

常時小風量
換気機能付
浴室暖房乾燥機

浴室暖房乾燥機

簡易脱着式天井埋込扇

天井扇

自然換気（換気用小窓・専用換気口） 常時小風量換気システム義務化

鉄板スパイラルダクト

ステンレスダクト

硬質塩化ビニル管（VP）

または 鉄板スパイラルダクト

硬質塩化ビニル管（VP） または 換気用耐火二層管

リサイクル硬質ポリ塩化ビニル発泡三層管（RF‐VP） 換気用耐火二層管硬質塩化ビニル管（二管路型）（VM）
換気用耐火二層管（二管路型）

プロペラ型

換気扇KJ-15　A
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10.0

9.0

8.0

7.0

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

α
 A

/A
  相
当
隙
間
面
積（
㎝

2/
㎡
）

測定年次（管理開始年次）

表1.公団住宅の気密性推移

既住調査

指数（既住調査）

技術開発

換気扇の変遷

2928

台所換気システムの開発

気密性の向上と換気
昭和30年代の台所は、外気に面した場所に配置される
のが標準であり、その台所の換気は、外気に面した開口
部や窓の開放による自然換気が一般的であった。
間取りは、台所と居室がふすま一枚で、または台所と浴
室が廊下や玄関などでつながっている場合が多く、家全
体に煮炊きの煙や湯気が充満したり、天井や壁の結露
やカビの発生など、換気が問題となってきた。
台所の設備として換気扇の設置が検討されたが、当時の
JIS規格の製品には住宅用の換気扇はなかった。そこで、
小型で性能のよい換気扇の開発が求められた。

開発品はKJ部品の第1号
開発の条件は、当時市販されていた羽径20㎝クラスの
風量でサイズは15cm以下、高層住宅の外風圧にも対
応できるもの、という厳しいものであった。製造メーカーの
協力のもと、1年半ほど試作品を作っては実地で検証を
繰り返し、昭和34年に15cm型のプロペラ型の小型換
気扇を開発した。
この換気扇は、昭和35年に建設省が設けた公共住宅
規格部品制度の初の指定品（KJ部品）に認定され、これ
以降、民間住宅にも広く普及した。
しかし、公団住宅では予算上の制約から換気扇を設置す
ることができず、居住者が自費で後から取り付けられるよ
うにと、開口部と木枠のみ設けるという時代がしばらく続
いた。換気扇本体が公団住宅で採用となるのは、昭和
45年以降のことである。

　

共用立ダクト換気方式の開発

初期の高層住宅の一部では、共用立ダクト換気方式を
採用していたが、技術的な難点もあって普及には至らな
かった。昭和60年頃から再度研究を見直し、平成元年、
高層住宅で試行実施したところ、良好な結果が得られた。
これを受けて、平成3年、技術センター（旧八王子量産試
験場）に完成した108mの超高層住宅実験タワーで、超
高層住宅に対応する共用立ダクト換気方式の開発に着
手した。

　

常時小風量換気システムの開発

平成5、6年度2ヵ年の調査研究に基づき、住宅の高気
密化（表1）による自然換気量不足を補うことを目的とし、
公団が学識経験者や製造者と研究開発したシステムで
ある。新鮮空気は、各居室に設けられた専用給気口から
入り、居室を経由してサニタリーゾーンから排気される。気
象条件に左右されず、安定した居室換気とともに、結露
やカビの発生を抑制する効果も期待できる。（平成8年
シーリアお台場で採用）
シックハウス問題に対応するため建築基準法が改正され
平成15年以降常時小風量換気が義務化されている｡

5│換気設備の移りかわり























12│先導的導入事例一覧

1956 8 汚水処理施設 牟礼 東京都三鷹市 排水・通気設備

1957 4 エレベーター設備 晴海 東京都中央区 搬送設備

1958 6 水道施設  豊田 東京都日野市  給水設備

1972 6 地域暖房施設 五輪 札幌市南区 空調設備

1975 3 住戸セントラル・ヒーティング 泉北赤坂台六丁 大阪府堺市　 空調設備

1976 8 汚泥熱処理施設（乾燥粉末） みさと 埼玉県三郷市 ごみ設備

1976 5 ごみ空気輸送施設  森之宮第二 大阪市城東区 ごみ設備

1977 3 中水道施設 芝山 千葉県船橋市 給水設備

1980 10 共同溝 筑波研究学園都市 茨城県つくば市  給湯設備

1981 3 床暖房システム グリーンヒル寺田  東京都八王子市 空調設備

1982 3 身障者対策住宅 神宮東 名古屋市熱田区 共通

1982 8 給湯暖房 霧が丘グリーンタウン 神奈川県横浜市緑区 給湯・空調設備

1983 2 太陽熱利用給湯設備 多摩ニュータウン グリーンメゾン鶴牧－3 東京都多摩市 給湯設備　

1983 3 超高層住宅 葛西クリーンタウン 東京都江東区 共通

1983 4 オール電化住棟 葛西クリーンタウン 清新北ハイツ 東京都江戸川区 共通　

1983 8 浴室暖房乾燥設備 北新宿パークハイツ 東京都新宿区 換気設備

1983 11 機械式立体駐車場（二段方式） 品川八潮パークタウン  東京都品川区 駐車設備

1984 4 斜行エレベーター 花山東 神戸市北区 搬送設備

1984 3 住棟ソーラー設備 鳴海第三 名古屋市緑区 共通

1984 3 セントラルクリーナー設備 多摩ニュータウン グリーンメゾン鶴牧－3 東京都多摩市 共通　

1985 5 常閉型給気シャッター  桜丘 神奈川県川崎市  換気設備

1986 4 パッシブソーラー住宅 港南台八丁目 横浜市港南区 共通

1987 3 洗濯注水システム かわつるグリーンタウン松ヶ丘  埼玉県鶴ヶ島市  衛生器具設備　

1987 7 コンパクトエネルギーシステム アーバニア千代田 　　 名古屋市中区 共通

1989 3 圧力式下水道システム みなとみらい21 横浜市西区・中区 排水・通気設備  

1989 3 さや管ヘッダー配管工法 磯子杉田台　　　　　　 横浜市磯子区 給水・給湯設備

1990 4 全自動食器洗い機  グランシティ大津ヶ丘  千葉県東葛飾郡沼南町 衛生器具設備

1990 10 コージェネレーション  パレール川崎 川崎市川崎区  共通

1990 5 機械式立体駐車場（三段方式） ロビーシティー相模大野五番街  神奈川県相模原市 駐車設備

1991 3 ダクト式暖冷房・換気システム 大川端リバーシティ21 東京都中央区  ダクト設備

1991 3 河川水熱利用システム  大川端リバーシティ21 東京都中央区 共通

1992 3 エレベーター式タワーパーキング リプレ川口2番街　 埼玉県川口市  駐車設備

1993 3 電気ヒートポンプによる給湯暖冷房システム デュプレ芝浦  東京都港区　　 給湯設備

1993 4 団地内リサイクルシステム  相模大野 プラザシティ相模大野  神奈川県相模原市 共通

1995 3 環境共生団地 多摩ニュータウン長峰杜の一～五番街  東京都稲城市 共通

1995 8 シニア住宅 港北ニュータウン ボナージュ横浜  横浜市都筑区 共通　

1996 4 常時小風量換気システム シーリアお台場三番街  東京都港区　 換気設備

1996 12 直結増圧給水システム コーポレート東葛西 東京都江戸川区 給水設備

1996 3 ユーメイク住宅  千葉ニュータウンアバンドーネ原  千葉県印西市 共通

1997 6 海外資材活用住宅 ビレッジつくば松代 茨城県つくば市  共通

1999 10 コンポスト サンヴァリエ桜堤 東京都武蔵野市 ごみ設備

2000 3 マシンルームレス型エレベーター グリーンプラザ幕張  千葉県千葉市 搬送設備

2000 8 床暖房システム（入居者貸付方式） 大川端リバーシティ21 東京都中央区 空調機器

2001 8 発泡三層管 グリーンプラザひばりが丘南  東京都西東京市 排水通気

2001 8 超節水型大便器 フレール西経堂、西国分寺 東京都世田谷区、国分寺市  衛生器具設備

2001 11 中層階段室型エレベーター 福生団地 東京都福生市 搬送設備

2001 12 公団型パイプシャフトユニット（KPU） 元住吉職員住宅 神奈川県川崎市  共通

2001 8 クールチューブ グリーンプラザひばりが丘南  東京都東久留米市 空調設備

2002 3 KSI住宅 アクティ三軒茶屋 東京都世田谷区 共通

2002 3 ディスポーザー アクティ三軒茶屋 東京都世田谷区 ごみ設備

2004 3 潜熱回収型給湯暖房機 ハートランド新田一番街 東京都足立区 共通

2005 3 家庭用燃料電池コージェネレーションシステム  アーべインなんばウェスト 大阪府大阪市 共通

2005 5 オーバルダクト 　　 多摩平 東京都日野市  ダクト設備

2007 3 住棟内共用ポリエチレン管 ひばりが丘パークヒルズ 東京都東久留米市 給水設備

2017 3 サイホン排水システム 奈良北 神奈川県横浜市 排水通気   

1955年（昭和30年）日本住宅公団設立以来、住まいへの要求や社会情勢の変化に応じて集合住宅に対する様々な先導的取組みを行ってきた。
そのなかから機械設備に関する主な導入事例について年代順に整理を行なった。

時代との新たなる対話を求めて

居住空間に対する人々の考え方や価値観は時代と共に大きく変化してきた。

住まいへの要求も「量」から「質」へと転換し、

「うるおい」と「豊かさ」が求められてきた。

近年では、少子・高齢化への対応、環境への配慮、

既存ストックの再生といった社会現象に沿った対応も必要となってきている。

そのなかで、公団～UR都市機構の設備も社会環境や経済状況、

生活水準など様々な時代の要求を反映しながら大きく変遷してきた。

その歴史は、それぞれの時代に対応した快適な居住環境の創造に向けて、

新しい試みを一歩一歩前進させてきた日 と々いえる。

これからの時代に、UR都市機構の住宅設備が

どのような役割を果たすことができるか。

過去の時代を見つめることから、

新たな答えを見つけていくことが、大切であると考えている。
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